
：選択式回答（択一） ：選択式回答（複数選択） ：記述式回答 ：回答不要

 １．回答者属性
.
①現場所在（ID）
　　本調査に当たり事前に通知された現場所在ID情報を記入してください。

②企業（ID）
　　本調査に当たり事前に通知された企業ID情報を記入してください。

- 00 - 00 - 00 - 00 -

③企業構成
　　本工事を実施している企業構成を回答してください。

2

上記で「共同企業体」と回答された場合は、構成会社数を記入してください。

④工事内容
　　この現場における工事内容として、建物種別、新営/改修の別、施工段階、主な構造、延べ床面積、階数を回答してください。

＜建物種別＞

6

＜新営／改修の別＞

1

＜施工段階＞

（※建物種別は、建設工事受注動態統計調査における工事種類種別（記入要領 表１）に基づき回答願います。）

（※施工段階は、調査時点において主として行っている段階を回答願います。）
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＜主な構造＞

＜施設延べ床面積＞

（ｍ2）

＜階層＞ ※PH階（塔屋部分）含む

（階）

（階）

⑤概ねの請負代金額
　　この現場における貴社の概ねの請負代金額を回答してください。（※100万円単位で回答願います）

（※契約変更や追加契約等を含み、この現場を施工するための請負代金額の合計値を回答願います）

（税抜き：百万円）

施工体系に係るアンケート調査（元請用）

現場所在ID 000

企業ID

延べ床面積 8,000

地　　上

※本調査は建設業の構造的な課題検討のために、下請構造の実態把握を目的としたもので、この目的以外のためにご提出いただく回答
を使用することはありません。また、匿名で実施していることから貴社の名前が出ることは一切ありませんので、現場における実態をそ
のままご回答下さい。

構成会社数 2

ＳＲＣ造Ｓ造

地　　下 2

請負代金額 500
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ＲＣ造

000 00

住宅

事務所

店舗

工場・発電所

倉庫・物流施設

教育・研究・文化施設

医療・福祉施設

基礎（山留め・杭など）

躯体（鉄筋・鉄骨など）

仕上げ（内装・設備など）

新営工事

改修工事

回答欄（択一）

回答欄（択一）

回答欄（択一）

単独企業

回答欄（択一）

共同企業体

半角文字で入力

半角文字で入力

半角数字で入力

建設工事受注動態統計調査における「工事種類種別」を回答

（具体例は記入要領 表.1を参照）

半角数字で入力

半角数字で入力

調査時点の請負代金額

半角数字で入力

1



⑥工期
　　この現場における貴社の施工体制台帳に記載されている工期を回答してください。（※月数で回答願います）

（※施工体制台帳に記載されている工期を回答願います）

（ヶ月）

⑦概ねの下請比率
　　請負代金額に対する概ねの下請代金合計額の比率を回答してください。（※10％単位で回答願います）
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⑧自社の工事内容についての役割分担

貴社が注文者から請け負った契約について、以下の役割（業務内容）を主に実施している方を回答してください。

（※本設問は、「注文者から請負った契約」について、以下の役割を直接的に実施している方を回答願います。

　　なお、設問６．③は「下請に注文している契約」における役割について回答をお願いしています）

※該当する下請企業がない場合には、当該回答欄に記入しないで下さい。
（例えば、”2次下請企業が無い”場合には、”2次下請以下”の欄には記入しないでください）

択一
取消し用

実施者（択一）

工　期 18.0

現場作業に係る実地の総括的技術指導

進捗管理等の工程管理

立会確認等の品質管理

下請負人からの協議事項への判断・対応

下請負人間の工程調整

近隣住民への説明

発注者等との協議・調整

元請（自社） 1次下請

1

役割
（業務内容） 2次下請以下

1

1

1

1

1

施工計画書等の作成

労働安全衛生法に基づく安全管理

1

1

1

10％以内

10%を超え20％以内

回答欄（択一）

20％を超え30％以内

30％を超え40％以内

40％を超え50％以内

50％を超え60％以内

60％を超え70％以内

70％を超える

半角数字で入力

注文者から請け負った

契約について回答
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 ２．自社情報

①自社の総技術者数

貴社の総技術者数を記入してください。

（※全社（国内の事業所のみ）の内勤者を含めた技術系の常用技術者数（建築職・土木職を含む）を回答願います）

（※共同企業体の場合は代表幹事会社の総技術者数を回答願います）

（人）

② 自社の総技能労働者数

貴社の総技能労働者数を記入してください。

（※全社（国内の事業所のみ）の内勤を含めた技術系の常用労働者数（オペレータ等含み、建築職・土木職を含む）を回答願います）

（※技能労働者がいない場合は「０：ゼロ」と回答願います）

（※共同企業体の場合は代表幹事会社の総技能労働者数を回答願います）

（人）

③自社資本金、完工高

貴社の資本金及び直近年度の完工高を記入してください。（※100万円単位で回答願います）

（※完工高は、全社（国内の事業所のみ）の完工高を回答願います）

（※共同企業体の場合は代表幹事会社の資本金及び完工高を回答願います）

（税抜き：百万円）

（税抜き：百万円）

④本工事の注文者との年間取引（契約）の割合状況

　　本工事における自身の請け負った契約の注文者との取引が、③でご回答いただいた貴社の完工高に占める割合について以下より選択してください。

（※取引（契約）状況は、金額ベースでの、全社（国内の事業所のみ）の取引（契約）割合を回答願います）

（※共同企業体の場合は代表幹事会社の割合状況を回答願います）
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⑤この現場における自社の技術者数

貴社が配置した本現場における技術者数を記入してください。

（※調査時点において本現場に配置している技術数を回答願います

　　なお、調査時点において作業が無い場合は、直近、作業時点（片付作業のみ等除く、通常作業時）の体制について回答願います）

（※共同企業体の場合は構成会社の技術者を含め、本現場に配置している技術数を回答願います）

（人）

⑥この現場における自社の技能労働者数

貴社が配置した本現場における技能労働者数を記入してください。

（※調査時点において本現場に配置している技能労働者数を回答願います

　　なお、調査時点において作業が無い場合は、直近、作業時点（片付作業のみ等除く、通常作業時）の体制について回答願います）

（※技能労働者がいない場合は「０：ゼロ」と回答願います）

（※共同企業体の場合は構成会社の技能労働者を含め、本現場に配置している技能労働者数を回答願います）

（人）

 ３．主任（監理）技術者情報

①主任（監理）技術者の雇用形態

調査時点において本現場に配置している主任（監理）技術者の雇用形態を選択してください。

＜雇用形態＞

1

※出向先会社（貴社）との雇用契約に基づき勤務する、いわゆる「転籍出向」の場合は、「正社員」と回答願います。

上記で「その他の雇用形態」と回答された場合の具体的な内容を回答してください。

0

資本金 60,000

完工高 100,000

※「出向」とは出向元事業主との雇用契約があるだけでなく、出向元事業主と出向先事業主との間の出向契約により、出向労働者を出向先事
業主に雇用させることを約して行われる、いわゆる「在籍出向」を指します。

技術者数 6

技能労働者数

技能労働者数 0

技術者数 6,000

回答欄（記述）

正社員

契約社員（有限労働契約）

回答欄（択一）

出向社員（建設業者である親会社、連結子会社からの出向社員）

パートタイム社員（アルバイト社員 含む）

その他の雇用形態

年間 5％以内の取引がある（取引が無い場合を含む）

年間 5％を超え10％以内の取引がある

回答欄（択一）

年間10％を超え20％以内の取引がある

年間20％を超え30％以内の取引がある

年間30％を超え50％以内の取引がある

年間50％を超え70％以内の取引がある

年間70％を超える取引がある

不明な場合は本社等に確認

不明な場合は本社等に確認

半角数字で入力

半角数字で入力

半角数字で入力

不明な場合は本社等に確認

半角数字で入力

半角数字で入力

不明な場合は本社等に確認
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②主任（監理）技術者の要件資格等

＜建設業法に基づく主任（監理）技術者資格＞

配置した技術者に対して、この現場で求められた資格について該当する資格に「○」を選択してください。
※この現場で求められた資格とは、建設業法における業種ごとに定められた配置技術者として必要な資格を指します。

※資格名を優先的に選択し、「保有資格なし（実務経験年数に基づく資格者）」を選択した場合はそれ以外の資格を選択しないでください。

この現場で求められ
た資格（複数回答可）

上記で「その他」と回答された場合の具体的な内容を回答してください。

上記で「保有資格なし（実務経験年数に基づく資格者）」と回答された場合、発注者又は元請会社から求められた実務経験の証明書類の内容を回答してください。

＜その他の資格・要件＞

技術者に対して、発注者から上記以外に求められた資格又は資格以外の要件がある場合は、その内容を具体的に回答してください。

石工・石材施工・石積み

○

技
能
検
定

（
１
・
２
級

）

造園

防水施工

電気主任技術者国家試験

森林部門

水産部門

冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管・給排水衛生設備配管・配管「建築配管作業」・配管工

タイル張り・タイル張り工・築炉・築炉工・れんが積み

機械部門

電気電子部門

乙種消防設備士

農業部門

給水装置工事主任技術者試験

資　　格　　名

１級電気工事施工管理技士

建設部門

電気工事士試験

消防設備士試験

１級建築施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

第１種電気工事士

第２種電気工事士

電気通信主任技術者制度

技術士

総合技術監理部門

上下水道部門

衛生工学部門

その他部門

電気主任技術者（ １種・２種・３種） 

２級建築士

木造建築士

基礎施工士

給水装置工事主任技術者 

甲種消防設備士

鉄工「製罐作業」または「鋼構物鉄鋼」・製罐

左官

電気通信主任技術者 

とび・とび工・型枠施工・コンクリート圧送施工・ウェルポイント施工

登録工事試験

地すべり防止工事士

計装士

解体工事施工技士

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工

工場板金・板金・板金工・打出し板金

板金「建築板金作業」・建築板金・板金工「建築板金作業」

かわらぶき・スレート施工

ガラス施工

鉄筋組立て・鉄筋施工「鉄筋施工図作成作業」又は「鉄筋組立作業」

保有資格なし（実務経験年数に基づく資格者）

回答欄（記述） □□の資格、△△の経験

回答欄（記述） ○○の資格

回答欄（記述）

塗装・木工塗装・木工塗装工・建築塗装・建築塗装工・噴霧塗装・路面標示施工

畳製作・畳工・表具・表具工・表装・内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施工

○

さく井

その他

１級建築士

２級建築施工管理技士
技術検定

建築士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

１級建設機械施工技士

１級管工事施工管理技士

２級土木施工管理技士

熱絶縁施工

建具製作・建具工・木工｢建具製作作業｣・カーテンウォール施工・サッシ施工

２級建設機械施工技士

１級土木施工管理技士

建築大工
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 ４．主任（監理）技術者以外の技術者情報
①主任（監理）技術者以外の技術者の雇用形態

調査時点において本現場に配置している主任（監理）技術者以外の技術者について雇用形態毎の人数を記入して下さい。

また、そのうち貴社にて雇用保険料を支払っている人数、雇用保険適用除外者数　等を記入して下さい

（※調査時点において作業が無い場合は、直近、作業時点（片付作業のみ等除く、通常作業時）の体制について回答願います）

（※共同企業体の場合は構成会社の技術者を含め、本現場に配置している技術者について回答願います）

（※貴社が雇用保険料を支払っている人数について回答願います）

＜雇用形態・雇用保険加入状況＞

※出向先会社（貴社）との雇用契約に基づき勤務する、いわゆる「転籍出向」の場合は、「正社員」と回答願います。

※「派遣」とは派遣元会社との雇用契約に基づき勤務する人とします。

上記で「その他の雇用形態」と回答された場合の具体的な内容を回答してください。

 ５．技能労働者情報
①この現場における自社の技能労働者の班数

調査時点において本現場に貴社が自ら施工する工事に配置した技能労働者の班数を記入してください。

（※調査時点において作業が無い場合は、直近、作業時点（片付作業のみ等除く、通常作業時）の体制について回答願います）

（※自ら施工しない場合や技能労働者がいない場合は「０：ゼロ」と回答願います）

（班）

②各班の総人数、施工内容及び雇用形態別の雇用保険料険支払い状況

班ごとに、総人数、施工内容及び雇用形態別の雇用保険支払い人数を回答してください。

（※共同企業体の場合は構成会社の技能労働者を含め、本現場に配置している技能労働者について回答願います）

（※施工内容は6.②下請の工事内容の一覧表にある７３項目から該当する番号を、主なものを３つまで入力してください）

（※貴社が雇用保険料を支払っている人数について回答願います）

＜雇用形態・雇用保険支払い状況＞

パートタイム社員 アルバイト社員含む

その他の雇用形態

派遣社員

雇用形態 雇用形態の詳細分類 配置人数

雇用保険支払い状況

貴社による保険
料の支払人数

貴社による保険料
の支払いを行って

いない人数
（適用除外者）

貴社による保険料
の支払いを行って

いない人数
（適用除外者以

外）

有限労働契約社員

正社員 4 4

契約社員 2 1 1

班毎の
総人数

施工内容
（工種一覧の番号）

雇用形態

雇用保険支払い状況

貴社による保険料の
支払い人数

貴社による保険料の支払
いを行っていない人数

（適用除外者）

貴社による保険料の支払
いを行っていない人数

（適用除外者以外）

※「出向」とは出向元事業主との雇用契約があるだけでなく、出向元事業主と出向先事業主との間の出向契約により、出向労働者を出向先
事業主に雇用させることを約して行われる、いわゆる「在籍出向」を指します。

※貴社による雇用保険の支払い人数には、日雇雇用保険に加入している人も含めます。

※雇用保険料適用除外者とは、会社役員等、事業主、一人親方、65歳以上で新たに雇用される人（65歳になる前からその会社で働いてい
て引き続き雇用される人は、適用除外者にはなりません。）とします。

回答欄（記述）

0班数

※本設問の回答班数は貴社の作業員名簿に記載されている労働者の班が対象です。下請に発注している工事に係る技能労働者の
属する班は含みません。

出向社員
建設業者である親会社、連結子会社からの出向社員

親会社、子会社、関連会社以外からの出向社員

1
常用

非常用

人材派遣会社からの派遣社員

人材派遣会社以外からの派遣社員

班数

2
常用

非常用

3
常用

非常用

4
常用

非常用

5
常用

非常用

6
常用

非常用

7
常用

非常用

8
常用

非常用

9
常用

非常用

※貴社による雇用保険の支払い人数には、日雇雇用保険に加入している人も含めます。

※雇用保険料適用除外者とは、会社役員等、事業主、一人親方、65歳以上で新たに雇用される人（65歳になる前からその会社で働いていて
引き続き雇用される人は、適用除外者にはなりません。）とします。

10
常用

非常用

※本設問での「常用」とは貴社が請け負っている工事の完成まで継続して現場で施工を行う形態とし、「非常用」とは応援等を指すこととします。

貴社で雇用保険料（事業主負担分）を支払っている人数を記入

半角数字で入力

半角数字で入力

半角数字で入力

貴社で雇用保険料（事業主負担分）を支払っている人数を記入
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 ６．下請情報
　　※貴社から直接発注をしている１次下請企業についてご回答下さい。

　　※複数の企業に下請けをしている場合は、下請企業毎にご回答下さい。（回答入力前に下請企業数分シートを複製して下さい。）

①下請企業（ID）
　　本調査に当たり事前に通知され下請企業ID情報を記入してください。

- 00 - 00 - 00 - 00 -

②下請の工事内容

自身の請け負った契約のうち、下請に発注した工種について以下に回答してください。（73項目からチェック　複数回答可）

1 45
2 46
3 47
4 48
5 49
6 50
7 51
8 52
9 53
10 54
11 55
12 56
13 57
14 58
15 59
16 60
17 61
18 62
19 63
20 64
21 65
22 66
23 67
24 68
25 69
26 70
27 71
28 72
29 73
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44

③下請の工事内容についての役割分担

上記６．②で記載された工種に関する下請に注文している契約について、以下の役割（業務内容）を主に実施している方を回答してください。

（※本設問は、「下請に注文している契約」について、以下の役割を直接的に実施される方を回答願います。

　　なお、設問１．⑨は「注文者から請負った契約」における役割について回答をお願いしています）

※該当する下請企業がない場合には、当該回答欄に記入しないで下さい。
（例えば、”2次下請企業が無い”場合には、”2次下請以下”の欄には記入しないでください）

下請企業（1）

企業ID

工種（チェック） 工種（チェック）

建
築
工
事

仮設

機
械
設
備
工
事

配管工事
土工 配管付属品
地業 保温工事
鉄筋 塗装及び防錆工事

既製コンクリート コンクリート工事・その他
防水 ポンプ類
石 ボイラー及び付属機器設備

コンクリート 機器搬入
型枠 総合調整
鉄骨 土工事

金属 弁装置類
左官 自動制御設備
建具 衛生器具設備

タイル 冷凍機設備
木工 空気調和機設備
屋根及びとい ダクト設備

構内舗装 給湯設備
植栽 消火設備
撤去 厨房機器設備

塗装 給水設備
内外装 排水設備
仕上ユニット 桝類

機器搬入 改修工事
電灯設備 その他 その他

外壁改修 機器搬出
配管工事 はつり工事
配線工事 ダクト工事
接地工事 撤去
塗装工事

撤去
機器搬出
はつり工事

役割
（業務内容）

実施者（択一） 択一
取消し用元請（自社） 1次下請 2次下請以下

電
気
設
備
工
事 構内交換設備

情報表示・拡声設備
誘導支援設備
テレビ共同受信設備
監視カメラ設備
火災報知設備

動力設備
雷保護設備
受変電設備
電力貯蔵設備
架空線路
地中線路

昇降機
設備工事

新営工事

施工要領書等の作成 2

進捗管理等の工程管理 2

立会確認等の品質管理 2

労働安全衛生法に基づく安全管理 2

現場作業に係る実地の技術指導 2

下請負人からの協議事項への判断・対応 2

元請との協議 2

下請負人間の工程調整 2

材料の手配 2

労務の手配 2

使用機械の手配 2

000 00

凡例 ： ⇒

チェックを入れて下さい。

下請に注文している

契約について回答

半角文字で入力
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④下請の選定理由

左記理由への該当 取消欄

　この現場における下請選定要因について、該当の有無をお答えいただくとともに該当する場合は、要因間の優先度（１位～10
位）を順位付けして下さい。なお、優先度の順位は同順位（１位が複数等）は設定せずに回答下さい。

Ｂ 自社の労働者が不足しているため 1 2位

Ｃ 当該工種の施工に求められる専門技術者を配置できないため 1 4位

下請の選定理由 要因の優先度（順位）（択一）

Ａ 自社に当該工種を施工する労働者を雇用していないため 1 1位

二次的な施工管理を行う下請が必要であるため 1 3位

Ｇ 施工以外の対外調整が必要であるため 2

Ｄ 工事の専門性が高いため 2

Ｅ 資機材を安価に調達するため 2

上記で「B」で「該当する」と回答された場合、その理由を回答してください。

回答欄（記述） ○○で○○○のため。

上記で「J」で「該当する」と回答された場合、選定理由を回答してください。

回答欄（記述） ○○○については、△△であるため。

Ｊ その他 1 5位

上記で「A」で「該当する」と回答された場合、その理由を回答してください。

回答欄（記述） □□で▲▲であるため。

Ｈ 発注者（建築主）からの指示 2

Ｉ 材料の手配のみであるため 2

Ｆ

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

該当する

該当しない

同順位を設定しない

優先順位を回答
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